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 先行研究は、イノベーション、経営理念、企業文化の 3 つの観点から確認し、学術的な
視点を踏まえ、事例研究を通じて考察し、本稿の目的を明らかにしていく。加えて、中小
企業の経営者に対して理念経営戦略の必要性を提言していく。 
                                                     
(1) 公益財団法人日本生産性本部の調査研究「日本の生産性の動向 2018」より 






















 第 2 章では、先ず中小企業を中心に生産性の現状と課題を分析する。次に製造業の生産
性について、大企業と中小企業との比較、国際比較を確認する。最後に、生産性の類型化
と特徴について分析する。 
 第 3 章では、イノベーション、経営理念、企業文化の 3 つの観点から先行研究を確認し、
本研究の立脚点を確立する。 
 第 4 章では、本稿のリサーチクエスチョンと先行研究レビューの差分から検討課題を導
出し、初期仮説を提示する。加えて、考察の視点と範囲、検証対象企業、研究方法につい
て説明する。 
 第 5 章では、インタビュー及び事例研究について、仮説検証による考察を述べる。 
 第 6 章では、仮説検証による考察によって明らかにしたことを踏まえ仮説の修正を行う。 
 第 7 章では、本稿の結論、および中小企業の経営者に対して実践的で役立つ提言をし、
今後の課題を述べる。 











 はじめに、企業数の推移を確認する。図表 2-1-1 は、企業規模別企業数の推移を示した
ものである。2018 年度版中小企業白書によると、中小企業の数は、2014 年時点で約 381
万者と企業全体の 99.7%を占めており、従業員数は約 3,361 万人と雇用全体の約 7 割を創
出している。 
図表 2-1-1 企業規模別企業数の推移 
 




（出所）2018年度版中小企業白書 第 2章中小企業の構造分析 
  







 次に、業種別にみた企業数を確認する。図表 2-1-2 は 9 つの業種に分けて企業数の推移
を示したものである。これによると、製造業における企業数は 1999 年から 2014 年にかけ
て著しく減少していることがわかる。 
 
図表 2-1-2 業種別企業数の推移 
 





（出所）2018年度版中小企業白書 第 2章中小企業の構造分析 
 
 一方、日本経済をみると 2012 年末を境に持ち直しの動きに転じており、現在の景気回復
の長さはいざなぎ景気(1695 年 11 月～1970 年 7 月)を超え、戦後最長の景気拡張期となっ















図表 2-2-1 を確認する。 
 
図表 2-2-1 企業規模別従業員一人当たり付加価値額（労働生産性）の推移 
 
資料：財務省「法人企業統計調査年報」 
（注）1．ここでいう大企業とは資本金 10億円以上、中小企業とは資本金 1億円未満の企業とする。 
2．平成 18年度調査以前は付加価値額＝営業純益（営業利益－支払利息等）＋役員給与＋従業員給与＋福利厚生費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課と
し、平成 19年度調査以降はこれに役員賞与、及び従業員賞与を加えたものとする。 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
 大企業を見ると、2008 年と 2009 年のリーマンショック前後で大きく減少したが、その
後は緩やかに回復している。2009 年の 999 万円から 2016 年の 1320万円へ 321 万円(+32.1%)
増加している。一方、中小企業を見ると、2003 年から 2016 年の間は、ほぼ横ばいで推移







 次に、企業規模別の時間当たりの労働生産性について業種別に示している図表 2-2-2 を
確認する。 
 























（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
 目立った差は見られないものの、ここに示した 7 業種のうち 6 業種において、時間当た
りの労働生産性の方が大企業との差が大きくなっていることがわかる。特に製造業におい













 次に、国際比較を確認する。2016 年の OECD 加盟諸国中における日本の労働生産性、
及び 2010 年から 2016 年の労働生産性の平均上昇率の国際比較を示したのが、図表 2-3-1
である。 
 





（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
 まず労働生産性について見ると、日本は 81,777US ドルの 21 位で、OECD の平均より低
く、1 位のアイルランドの約半分の水準である。次に、労働生産性の平均上昇率について









 はじめに、2018 年度版中小企業白書が企業の生産性の変化を 6 つの領域に分類した図表
2-4-1 を確認する。図表 2-4-1 は、2006 年から 10 年間における中小企業の従業員数、付加
価値額(6)及び、労働生産性(7)の変化に着目し、横軸は従業員数の変化率、縦軸は付加価値額
の変化率、45 度線は労働生産性向上の区分、これらの 3 軸によって、企業の生産性の変化
を 6 つの領域に分類している。（企業活動基本調査(8)のデータ約 1 万 1 千件を使用） 
 
図表 2-4-1 生産性変化の類型化（6類型） 
 









                                                     
(6) 付加価値額=営業利益+(給与総額+福利厚生費)+動産不動産賃借料+租税公課+減価償却費 
(7) 労働生産性=付加価値額/従業員数 



























 次に、図表 2-4-2 は、2006 年から 2015 年の 2 時点間における中小企業の生産性変化の散
布図である。 
 
図表 2-4-2 生産性変化の 6類型の分布（中小企業） 
 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」再編加工 















 続いて、図表 2-4-3 は、同期間(2006 年から 2015 年の 2 時点間)において、大企業と中小





図表 2-4-3 生産性変化 6類型の各比率の比較 
 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」再編加工 
（注）平成 19年企業活動基本調査から平成 28年企業活動基本調査時点まで存続を続けており、平成 28年企業活動基本調査の時点で中小企業 
基本法の中小企業の定義を満たしている企業について集計している。 









図表 2-4-4 生産性変化の 6類型の業種別比率（中小企業） 
 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」再編加工 
（注）平成 19年企業活動基本調査から平成 28年企業活動基本調査時点まで存続を続けており、平成 28年企業活動基本調査の時点で中小企業基本法の中小企業の定
義を満たしている企業について集計している。 
(出所) 2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
第五節 小括 
 これらのデータを整理すると、以下の 3 つが確認できる。 




















 まず、Christensen ら(2012)は『イノベーションの DNA』(9)の中で、イノベーションを













 これらを 5 つのスキルとして説明している。 
 図表 3-1-1 は、Christensen らが提唱しているイノベーティブなアイデアを生み出すため
の「イノベーターDNA」(10)モデルである。Christensen らの研究によると、イノベーティ
ブなアイデアを生み出す要となるのは関連づけ思考という認知的スキルであり、質問力、
                                                     
(9) Clayton M.Christensen(2012)『イノベーションの DNA』翔泳社 











図表 3-1-1 イノベーターDNAモデル 
 


















図表 3-1-2 は、野中らが示している「SECI モデル」(12)である。 
 




 「SECI モデル」は、「共同化」、「表出化」、「連結化」、「内面化」の 4 つの知識変換モー
ドで構成され、知識が新しい価値として具現化されていく。つまりイノベーションが産み




































 しかし、野中らの研究は Christensen らと同様に、イノベーションを産み出す手法につ
いては重要な指摘をしているが、イノベーションを産み出すための概念や仕組みについて
                                                     































                                                     
(14) 中川敬一郎(1972)『経営理念』ダイヤモンド社 
(15) 間宏(1990)「日本における産業化初期の経営理念：国際比較の理論的枠組みを求めて」『経営史学』第 25 巻
第 2 号 経営史学会 
(16) 高田肇(1978)『経営目的論』千倉書房 
(17) W.G.オオウチ(1981)『セオリーZ』CBS ソニー出版 



























 長谷川(2018)は、「経営理念が浸透することによって顧客満足(Customer Satisfaction : 
CS)と従業員満足(Employee Satisfaction : ES)を両立する効果がある」(22)と述べ、困難をと
もなうベンチャー企業の起業家には、高い経営理念を構築し、保持することが非常に重要
であると指摘している。 
                                                     
(19) 松葉博雄(2008)「経営理念の浸透と顧客と従業員満足度へ及ぼす効果」経営行動科学第 21 巻 2 号,p89-103 
(20) Barnard,Chester I.(1968)『新訳・経営者の役割』ダイヤモンド社 
































                                                     
(23) 伊丹敬之・加護野忠男(2003)『ゼミナール経営学入門第 3 版』日本経済新聞出版社 
































                                                     
(26) 間宏(1990)「日本における産業化初期の経営理念：国際比較の理論的枠組みを求めて」『経営史学』第 25 巻
第 2 号 経営史学会 
(27) J.C.Collins&J.I.Porras(1995)『ビジョナリー・カンパニー』日経 BP 社 







 図表 3-3-1 は、Schein(2012)が提唱した「3 つの文化レベル」(29)である。以下に 3 つのレ
ベルを説明する。 
 
図表 3-3-1 3つの文化レベル 
 







 第二のレベルが、標榜されている価値観(espoused belief and values)である。戦略、目
                                                     
























                                                     




図表 3-3-2 は、「組織変革の 8 段階プロセス」を示している。 
 
図表 3-3-2 組織変革の 8段階プロセス 
 
(出所) John p.Kotter(2002)『企業変革力』を元に筆者作成 
 
























































 先ずは、経営理念を浸透および継続・徹底を可能にすると考えられる 4 つの要件を提示
する。 














 図表 4-2-1 は、経営理念の浸透および継続・徹底を実現するためのフレームである。 
 

































 以上の 4 社が対象企業である。 
 これらの 4 社を選定した理由は以下の 3 つである。 












 最後に、企業の所有と経営はファミリービジネス(32)を中心とした。対象企業の 4 社(伊那
                                                     
(31) 効率的成長とは従業員と付加価値額ともに増加させていることに加えて、従業員の伸び率以上に付加価値







 以上の理由から、4 社における事例を分析することにした。 
 
第四節 研究方法 
 仮説を検証するため対象企業の経営者に対し、図表 4-2-1 で示した「経営理念の浸透お
よび継続・徹底を実現する」仮説のフレームに基づいて、セミ・ストラクチャード方式の










（１）伊那食品工業株式会社：代表取締役社長 井上修 (2018 年 5 月 15 日実施) 
（２）沢根スプリング株式会社：代表取締役社長 沢根孝佳 (2018 年 4 月 28 日実施) 
（３）中村ブレイス株式会社：代表取締役社長 中村宣郎 (2018 年 8 月 7 日実施) 
（４）株式会社スノーピーク：代表取締役社長 山井太 (2018 年 11 月 3 日実施) 
  
































設立 1958 年 6 月 18 日 
資本金 9,680 万円 
                                                     




売上高 199 億 6000 万円（2017 年 12 月期） 
従業員数 458 名（男 237,女 221）（2018 年 1 月現在） 






































1958 年 会社設立、業務用粉末寒天の製造開始 
1973 年 本社及び研究室を新築 
1980 年 「かんてんぱぱ」シリーズ発売 
1993 年 社員による緑化と景観づくりにより(財)日本緑化センター会長賞を受賞 
1995 年 寒天製造を通じ科学技術の振興への功績をもって科学技術庁長官賞を会長が受賞 
本社及び研究所を新築移転 
1996 年 洋風寒天レストラン「ひまわり亭」オープン 
寒天業界の近代化に貢献したことをもって会長が黄綬褒章を受章 
快適で機能的なオフィス環境を実現している企業として日経ニューオフィス推進賞を受賞 
産業廃棄物 ( 寒天滓 ) のリサイクルシステムを確立したことにより、リサイクル推進功労
者として農林水産大臣賞を受賞 
2002 年 多目的ホール「かんてんぱぱホール」開館 
2003 年 日刊工業新聞社主催の優秀経営者顕彰にて、最優秀経営者賞を会長が受賞 
2005 年 新会長兼 CEO として塚越寛就任 
新社長に井上修就任 
2006 年 48 期連続で増収増益を続けている企業経営が全国水準で優れていることが評価され、社団法
人中小企業研究センター選考の第 40 回グッドカンパニー大賞でグランプリ受賞 
2008 年 新研究棟（R＆D センター）を新築し、１F に「健康パビリオン」オープン 
当社の環境保全取組が環境、経営、社会の 3 側面において総合的かつバランスのとれた持続
可能性の高い経営につながっていることが評価され、三重県・日本環境経営大賞表彰委員会
による第 6 回日本環境経営大賞で最優秀賞の環境経営パール大賞を受賞 
2011 年 会長・塚越が旭日小綬章を受章 
2012 年 会長・塚越が宮内庁主催の春の園遊会に招待される 
2013 年 第一回地域食品産業貢献賞を受賞 












 伊那食品工業の経営の重要な考え方として、以下の 3 つが挙げられる。第一に年輪経営。
第二に従業員尊重型、第三に地域貢献と企業の永続の両立である。 





















































































 第三に、毎年 3000 人の応募から 20 から 30 人を採用していることがある。伊那市という
都会とは言えない地域で、毎年これだけの応募者がいるということから、従業員のみなら
ず地域社会への満足度にもつながっていることがわかる。 




























                                                     





 本節では、ばねの総合メーカーとして 1966 年の設立以来、理念経営を実践し、一貫して
堅実経営に徹してきた沢根スプリング株式会社（以下、沢根スプリング）を検証する。 





本社 静岡県浜松市南区小沢渡町 1356 番地 
設立 1966 年 5 月 10 日 
資本金 3,000 万円 
売上高 7 億 8000 万円(2017 年 12 月期) 
従業員数 50 名(男 40,女 10）（2018 年 4 月現在） 




































1966 年 5 月に浜松市南区高塚町で会社設立し、同年 8 月に浜松市南区小沢渡町に工場を新築し移転 
1984 年 サミニ（株）を設立 
1987 年 ばねの通信販売「ストックスプリング」を発売 
1992 年 ばね計算ソフト「浜松のばね屋さん」を発売 
2002 年 日本 IT 経営大賞審査委員賞特別賞を受賞 
2006 年 しずおか IT 経営応援隊賞最優秀賞を受賞 
2008 年 体操床下クッション「サタフス」を発売 
2013 年 会社イメージソング「Yellow Factory～幸せの咲く場所～」を発表 
2014 年 第４回「日本でいちばんたいせつにしたい会社」大賞 中小企業庁長官賞を受賞 




































 以上より、沢根スプリングは 5 つの項目からなる経営理念を明確にし、「人を幸せにする」
経営を徹底していることがわかった。価値提案についても「はやさ」を明確に提案し、「時
間という価値」を提案していることがわかった。 

























































































                                                     
(35) インタビューは 2018 年 4 月 28 日、筆者の会社の従業員 1 名と筆者を含む計 2 名で行われた。 







設立 1974 年 12 月 
資本金 2,000 万円 
売上高 10 億 200 万円（2015 年 9 月期） 
従業員数 70 名（正社員 46、パート 24）（2018 年 8 月現在） 






















1974 年 創業 
1982 年 設立 
1991 年 メディカルアート研究所を開設 
1993 年 第 4 回日本ニュービジネス大賞優秀賞受賞 
1995 年 地域活性化貢献企業特別賞（日本経済新聞社主催）受賞 
1997 年 モンゴル大火災の少年、ツォグト・オチル君来日、義足を製作 
2006 年 元気なモノ作り中小企業３００社（経済産業省・中小企業庁）に選定される 
2007 年 「第 2 回ものづくり日本大賞」特別賞（経済産業省） 
2008 年 平成 19 年度地域づくり総務大臣表彰 個人表彰（総務省） 
2009 年 ソーシャル・ビジネス・アワード 2009 
「ソーシャル・ベンチャー・ビジネス賞」最優秀賞 
（NPO 法人ソーシャル・イノベーション・ジャパン） 
平成 21 年度島根県各種功労者表彰 
(石見銀山遺跡の歴史文化等の調査研究と啓発に努め地域文化の振興に寄与したことに対し
て島根県知事より表彰) 
2014 年 創業 40 周年記念として世界一小さなオペラハウス「大森座」が竣工 








































































































図表 5-3-1 中村ブレイスのインタビューの写真(37) 
 
(出所)筆者作成 
                                                     














本社 新潟県三条市中野原 456 
設立 1958 年 7 月 
資本金 4 億 5,933 万円（2018 年 9 月末時点） 
売上高 99 億 1,003 万円（2017 年 12 月期） 
従業員数 322 名（2017 年 12 月末時点） 













                                                     





1958 年 初代社長山井幸雄が金物問屋として、山井幸雄商店を創業 
1959 年 登山を趣味とする山井は当時の登山用品に不満を持ち、オリジナル登山用品を開発。全国に販
売を開始 
1963 年 「スノーピーク」を商標登録 
1964 年 有限会社山井商店を設立。法人組織化 
釣具ブランド「カープ」を商標登録し、フィッシング業界に参入。本格的アウトドアレジャー
のメーカーとして事業領域を拡大 
1976 年 自社工場を設立し、オリジナルブランド展開を行う商社から、メーカーへと変革 





1996 年 現社長である山井太が就任。同時に株式会社スノーピークに社名変更。 
新事業としてフライフィッシング事業に参入 
1998 年 キャンプイベント「Snow Peak Way」の開始 
2001 年 ヨーロッパへ輸出を開始し、韓国をはじめアジア市場へ本格参入 
2003 年 福岡・大宰府と東京・晴海にスノーピーク初の直営店『Snow Peak Store』を出店 
以降、全国各地に、直営店『Snow Peak Store』の出店を加速 
2011 年 キャンプ場を併設した店舗・工場・オフィスが一体となった「Headquarters」へと移転 
2014 年 東京証券取引所マザーズへ上場 
















                                                     

























 利害関係者を身近に感じる機会は、主に 3 つ設けている。 






                                                     































                                                     
(41) スノーピーク・クラブ：https://www.snowpeak.co.jp/ (2015.3.31 に閉鎖。現在は Facebook「スノーピー
ク・コミュニティ」https://www.facebook.com/SnowPeakJapan/へ移行し運用されている) 




ていくはずである。実際、製品を扱う店は約 1,000 店舗から約 250 店舗に減少したが、売
上高は増加していったという。 










 スノーピークは前に述べた 3 つの身近に感じる機会すべてにおいて、フィードバックさ
れる仕組みを構築している。 
































 4 つのインタビュー項目について、以下に整理し説明する。 
 第一に、スノーピークは経営理念として「スノーピークウェイ」を明確に掲げている。
価値提案についても「人間と自然が豊かに触れあえるライフスタイル」と「感動できるモ
ノやサービス」の 2 つを明確に提案している。 
 第二に、利害関係者を身近に感じる機会として「Snow Peak Way」、「スノーピーク・ク
ラブ」、「スノーピーク・ストア」の 3 つを設けている。これらの 3 つが相乗効果を生み出
し、「従業員のホスピタリティー」を醸成している。 



























業が複数、設けていた。そして、それらの特徴は 2 つあった。 
 一つ目は、従業員が全員参加で特別な機会・場を設けていることであった。伊那食品工
業の「かんてんぱぱ祭」は年に一回、スノーピークの「Snow Peak Way」は年に数回しか
                                                     






















 図表 5-5-1 は、事例研究において利害関係者を身近に感じる機会・場を整理した表であ
る。 






















 図表 5-5-2 は、フィードバックがループする仕組みを整理した表である。 
 






















 図表 5-5-3 は、経営理念と価値提案が従業員個人の満足度につながっているかについて
整理した表である。 
 
図表 5-5-3 従業員個人の満足度のまとめと期待される効果 
 
(出所)筆者作成 
















 次に、STEP1 から順に仮説の検証を行う。 
































② 仮説 STEP2：利害関係者を身近に感じる機会を設ける 
 STEP2 について、すべての対象企業が利害関係者を身近に感じる機会を設けていること
から、STEP2 は支持されたと言える。 













































④ 仮説 STEP4：経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにする 
 STEP4 について、すべての対象企業が経営理念と価値提案を従業員個人の満足度につな
げていたことから、STEP4 は支持されたと言える。 



























 修正点は、A から F までの 6 項目である。図表 6-2-1 は、修正仮説のフレームである。
図表 4-2-1 の初期仮説と比較しながら、以下に説明する。(赤字が修正箇所である) 
 
図表 6-2-1 経営理念の浸透および継続・徹底を実現するフレーム(修正仮説) 
 
(出所)筆者作成 






































構築していくためには、どのように STEP を実現すればよいかを提言する。 
 実現するにあたり、3 つのポイントを挙げる。 















































 弊社の現状を見ると、昨年の 5 月に新工場を建設し移転をした。また筆者自身、経営者
として 20 年が経った。さらに WBS および長谷川教授から御指導を頂き、3 月には経営管
理修士を修了しようとしている。新工場の建設と MBA の経験によって弊社は、今のとこ






























































 最後に、この 2 年間私を理解し身近で支えてくれた弊社の従業員、いつも陰で支えてく
れた妻、子たちに心から感謝いたします。 
 









伊丹敬之・加護野忠男(2003)『ゼミナール経営学入門第 3 版』日本経済新聞出版社 
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  http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H30/PDF/h30_pdf_mokujityuu.htm 
2018年度版ものづくり白書 
  http://www.meti.go.jp/report/whitepaper/mono/2018/honbun_pdf/index.html 
伊那食品工業株式会社 https://www.kantenpp.co.jp/  
株式会社スノーピーク https://www.snowpeak.co.jp/ 
沢根スプリング株式会社 https://www.sawane.co.jp/ 
中村ブレイス株式会社 http://www.nakamura-brace.co.jp/ 
 
